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〔研究ノート〕 
世界の航空機産業 
― 企業間関係に関する序論的考察 (3) ― 
洞口治夫 / 行本勢基 / 神原浩年 
はじめに 
1 . 航空機生産の特徴 
2 . エンジン生産メーカーの特徴 
(以上, 第48巻第 2 号) 
3 . MRO ビジネス 
(以上, 第48巻第 3 号) 
4 . 理論的考察 
おわりに ― 研究課題としての多角的関係 ― 
(以上, 本号) 
4 . 理論的考察 
4－1. 垂直統合の論理 
4－1－1. 取引費用による説明 
なぜ, 航空機産業においては, 機体生産とジ
ェットエンジン生産が別の会社によって行われ, 
顧客である航空会社がジェットエンジンを選択
の対象とするのだろうか｡ 我々にとっては, 航
空機産業での慣行が不思議なものに思われた｡ 
それは, 機体生産とジェットエンジン生産が分
離しているという現象についての疑問ではない｡ 
疑問は, むしろ, 航空機産業において観察され
た現象を説明するかにみえる従来の理論が破綻
しているようにみえた, というところにある｡ 
ここでいう従来の理論とは取引費用の経済学で
ある｡ 垂直統合が行なわれることなく, ｢垂直
分離｣ が常態化していることを, 取引費用の経
済学では説明不可能であるようにみえたことが, 
この疑問の根底にある｡ 
ウィリアムソン (Williamson, 1975) は ｢技術
的に分離可能な工程の垂直的統合が, 根源的に
は取引関連的な要因にもとづいておこなわれ
る｣ (訳書, 140-141ページ) ことを示そうとし
ている｡ ウィリアムソン (1975) は, 垂直統合
か, 垂直分離かの違いを技術が異なることによ
って説明しようとはしていない｡ この点は, 議
論の出発点としては明快な仮定である｡ 
問題は, 以下の点にある｡ ウィリアムソン 
(1975) の著作によって強調される①少数性, ②
限定された合理性, ③機会主義といった条件は, 
航空機の機体生産とジェットエンジン生産にお
いては, すべて満たされているように思われた｡ 
こうした条件が満たされているとき, ウィリア
ムソン (1975, 第 2 章) によれば, 市場取引にか
わって内部組織が選好され, 垂直統合がおこる
という｡ しかし, 大型旅客機を製造する航空機
産業においては垂直統合された企業は登場して
いない｡ 機体生産とジェットエンジン生産は, 
分離されたままである｡ 
①少数性という点でみると, 大型旅客機の機
体生産は全世界でボーイングとエアバスの 2 社
しかなく, ジェットエンジン生産は 4 社である｡ 
ジェットエンジン生産に期待される燃費効率の
改善, 硫黄酸化物, 窒素酸化物などの排気ガス
対策, 軽量化といった要請に対するジェットエ
ンジンメーカーの技術開発の動向には②限定さ
れた合理性の要因が重要な働きをする｡ ボーイ
ング787の納入遅れにみられるように, 新型の
機体製造についても不確定な要素が多く, ②限
定された合理性が働いていることは客観的に観
察可能である｡ 以下に詳細に論ずるが, 販売価
格の設定やメンテナンスの条件設定には③機会
主義が働く余地がある｡ すなわち, ウィリアム
ソン (1975) の主張する垂直統合が起こるべき
要因は, すべて整っているようにみえる｡ しか
し, このような条件が満たされていても大型旅
客機では垂直統合が観察されていない｡ 
さらに, ウィリアムソン (1985) は, 取引費
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用の経済学を拡張し, ④資産の特殊性を説明に
加えている｡ ジェットエンジンというメカニズ
ムの製造は十分に特殊的な資産を必要とするも
のと推定されるが, そのことによって垂直統合
は行なわれていない｡ 観察可能な現実として垂
直分離が常態化している産業があることは, 否
定できない｡ そうであるとすれば, ウィリアム
ソン (1975, 1985) の論理構成になんらかの盲
点が存在することになる｡ 以下で, この論点を
詳細に考察したい｡ 
4－1－2. ガバナンス・コストと生産コストの
比較 
ウィリアムソン (1985) による市場取引と組
織内部の取引に関する説明を以下にまとめよう1)｡ 
生産数量を一定と仮定する｡ k を資産の特殊
性 (asset specificity) の指数とする｡  そのとき
)(kβ を内部統制の管理コスト (bureaucratic costs 
of internal governance) とし, )(kM を市場利用に
よるガバナンス・コスト  (governace costs of 
markets) とする｡ ここで )()( kMkG −=∆ β とす
れば, 第 4 － 1 図に描かれている G∆ は資産の特
殊性が低いときにプラスであるが, 資産の特殊性
が高まり, 市場を利用したガバナンス・コストが
高まるのに応じてマイナスになると想定される｡ 
k よりも左側の領域では, 資産の特殊性 kが
低く, 内部統制の管理コスト )(kβ が高いため
に市場からの調達が有利になる｡ k よりも右側
市場の利用 
組織の利用 
Cost
C∆     GC ∆+∆  
 0β  
  G∆  
k    
∧
k              k  
第 4 － 1 図 ガバナンス・コストと生産コストの比較 
(出所) Willamson (1985), p.93, Figure 4-2より筆者作成｡ 
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の領域では, その逆に, 組織内部での取引が有
利になる｡ 
ここで IC を企業内部である製品を生産した
ときのコスト, 同じ製品を市場で調達したとき
のコストを MC とする｡ MI CCC −=∆ として資
産の特殊性 kの関数として図示する｡ 製品が標
準化されているときに, それを企業内部で製造
するコスト IC は高くなる｡ したがって, 資産
の特殊性 kが低いときには C∆ が大きくなる｡ 
市場に存在する外部のサプライヤーは, 資産の
特殊性 kが高くなっても, 市場全体に存在する
需要を集計することができる｡ その意味で, 市
場需要の集約による経済性 (market aggregation 
economies)2)が実現できなくなったときに C∆ が
ゼロに漸近していく｡ ただし, 資産の特殊性 k
が高くなっても C∆ はゼロにはならない｡ 
ウィリアムソン (1985, 1993) によれば, 企
業は, ある与えられた資産の特殊性 kの水準の
もとで, ガバナンス・コストと生産コストの合
計 GC ∆+∆ の低い方法で外部調達ないし内部
組織での生産を選択する｡ G∆ の曲線と C∆ の
曲線を垂直方向に足したものが GC ∆+∆ の曲
線となり, そのコストがゼロになるのは
∧
kの位
置における資産の特殊性のときである｡ これは, 
G∆ の曲線がゼロになる位置 k よりも右側に位
置している｡ つまり
∧
kの位置の左側で市場が利
用され, その右側で内部組織が利用されるのだ
が, これはガバナンス・コストだけを評価した
場合よりも, 資産の特殊性 kが
∧
kの範囲まで高
いところで市場を利用していることになる｡ 
資産の特殊性 kが十分に大きいとき, 企業は
垂直統合を行って内部取引に移行する｡ これが
資産の特殊性という概念を用いたウィリアムソ
ン (1985, 1993) の説明である｡ ウィリアムソ
ン (1985, 1993) の説明は抽象的なものであっ
て, 資産の特殊性が測定可能か否かという問題
がある｡ しかし, 理論的な考察に限定したとき
にも, 疑問が残る｡ 
我々が観察した航空機エンジン生産のように, 
資産の特殊性 kが十分に大きいと考えられる市
場において, 航空機の機体生産との垂直統合が
行われずに, 市場取引が行われる条件は存在す
るだろうか｡ これは, 第 4 － 1 図の枠組みに即
していえば, 
∧
kが, 資産の特殊性 k軸上の右端
に位置している状態と考えられる｡ そうした状
態が生まれる条件はいくつかありうるが, 単純
な例として第 4 － 2 図が考えられる｡ 
第 4 － 2 図は, )()( kMkG −=∆ β が一定であ
る場合を図示している｡ 第 4 － 1 図では, G∆
はゆるやかな右下がりのカーブを描いていた｡ 
G∆ が一定になる状態とは, 内部統制の管理コ
スト (bureaucratic costs of internal governance) 
)(kβ を一定としたときに, 資産の特殊性 k が
大きくなったときにも, 市場利用によるガバナ
ンス・コスト (governace costs of markets) )(kM
が大きくならない状態である｡ あるいは, G∆
とは内部統制の管理コスト (bureaucratic costs 
of internal governance) )(kβ と, 市場利用によ
るガバナンス・コスト  (governace costs of 
markets) )(kM との差 )()( kMkG −=∆ β であ
ったのだから, 資産の特殊性 kが大きくなった
ときに, )(kβ と )(kM とが共に大きくなるか, 
共に小さくなるかしても, G∆ は一定になる｡ 
このような条件のもとでは
∧
kの範囲は無限にな
り, 市場が利用され続けることになる｡ 
同様の条件としては, 第 4 － 3 図を描くこと
もできる｡ ここで G∆ は緩やかに減少していく
が, GC ∆+∆ の曲線は非負象限には入ってい
かない｡ つまり, 市場を利用するガバナンス・
コスト )(kM に大きな変化がないときには
∧
kの
範囲を定めることはできず, 資産の特殊性 kが
高まっても, 市場が利用されることになる｡ 
以上にみるように, ウィリアムソン (1985, 
1993) による資産の特殊性 kによる説明は, 市
場と組織の二分法を何も説明しえないか, ある
いは, どのようにでも説明できる3)｡ しかし, 
ここで資産の特殊性による説明から離れて, あ
る企業の垂直統合と垂直分離の原因を考察する
とすれば, どのような説明が可能であろうか｡ 
つまり , 資産の特殊性 k が大きくなっても
)()( kMkG −=∆ β における市場利用のガバナ
ンス・コスト )(kM が大きくならない状態とは, 
どのような条件が満たされた状態であろうか｡ 
我々には, その条件を探索するという課題が残
されている｡ 
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第 4 － 3 図 垂直統合のない条件 (2) 
Cost 
 C∆           GC ∆+∆  
 0β  
 G∆  
 
 k  
(出所) 筆者作成｡ 
第 4 － 2 図 垂直統合の生まれない条件 (1) 
Cost 
 GC ∆+∆  
 C∆  
G∆  
 
 k  
(出所) 筆者作成｡ 
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4－2. 企業間分業の成立 
4－2－1. モジュール化 
資産の特殊性 kが大きくなっても, 組織内で
のガバナンス・コスト G∆ をマイナスの値にする
よう市場利用のガバナンス・コスト )(kM が大き
くならない状態は, どのような条件のもとで達
成されるのだろうか｡ その条件として有力なも
のの一つがモジュール化である｡ ボールドウィ
ン＝クラーク (Baldwin and Clark, 2000) によれ
ば, モジュール化は管理可能な複雑性の範囲を
増大し, 大規模設計における異質な部分の同期
化を可能にし, 不確実性に適応できるようにす
る (訳書, 107ページ)｡ 
ボールドウィン＝クラーク (2000) は, IBMに
よるコンピューター開発を事例として挙げてい
るが, モジュール化は単一の企業内でも可能で
あり, また, 複数の企業間分業においても利用
可能である4)｡ 航空機産業の機体製造に対して
エンジンがモジュール化されていると, 資産の
特殊性が高くとも, 垂直統合されるべき要因が
少なくなる, と考えられる｡ 
ボールドウィン＝クラーク (2000) が説明し
ているように, モジュール化は, 異なる部品群
をつなぎあわせるインターフェースと, そのイ
ンターフェースを経由して伝達される共通機能
のプロトコルによって成り立つ｡ ボールドウィ
ン＝クラーク (2000, 第 3 章) によれば, インタ
ーフェースとは ｢ある設計中の相互作用する部
分間で起こりうる対立を解消するために, 事前
に定められた方法｣ (訳書, 88ページ) と定義さ
れる｡ あるインターフェースは, ｢誰が, いつ, 
何を, どの言語で行うのか｣ (ボールドウィン
＝クラーク  (2000, 第15章 ), 訳書453ページ ) 
という情報伝達の詳細を定める必要があり, こ
れがプロトコルと呼ばれる｡ 航空機とジェット
エンジンであれば, 機体にとりつけられたエン
ジン・モジュールに対して, コックピットから
伝達される指令が, 機械的な仕組みによるもの
か, 電気的な信号によるものか, コンピュータ
ーによって制御されたデータであるのかがプロ
トコルになる｡ モジュールは, インターフェー
スとプロトコルの諸条件を満たせば, 独立に設
計, 開発され, 性能の進歩が可能となる｡ 
モジュール化に関する研究が進展したことに
よって, ウィリアムソン (1985) の述べる資産
の特殊性という概念の曖昧さが明らかになる｡ 
ウィリアムソン (1985) の述べる資産の特殊性
とは, 技術の先進性と同じ概念であろうか｡ そ
れとも, 異なる概念であろうか｡ ウィリアムソ
ン (1985) は技術によって企業間分業が決定づ
けられるという立論に反論するのだが, 資産の
特殊性は, 技術とつながっていないと理解する
ことはできるのだろうか｡ 
本研究でみたように, 航空会社である ANA
には ｢エンジンの選定基準｣ があった｡ それは, 
本研究の冒頭で述べたリサーチ・クエスチョン
である, ｢なぜ航空機エンジンは, 機体メーカ
ーによって生産されないのか｣ についての 1 つ
の回答を与えうるものであった｡ エンジンの選
定において着目すべき事実は, エンジンの寿命
が機体に比べて短いことと, ANA をはじめとす
る航空会社は, 交換用にスペア・エンジンを保
有していなければならない, ということである｡ 
これは, 自動車であればタイヤとスペアタイヤ
の関係に類似している｡ つまり, エンジンが交
換されることを前提として, 補修業務のハンド
リングが容易であるように設計されていなけれ
ばならない｡ エンジンはモジュール構造となっ
ており, その利点を活かしてエンジンメーカー
は緻密な設計と開発競争を行っている｡ IHI へ
のインタビュー調査が明らかにしたのは, こう
した傾向であった｡ 
4－2－2. シェアリング・ルールの創出 
モジュール化によって個別企業が垂直統合さ
れることなく垂直分離したまま運営されるとす
れば, 利益の配分にはどのような影響があるの
だろうか｡ ウィリアムソン (1975, 第 5 章) で
は, 結合利潤の分割ルールを論じている｡ 結合
利潤を G とするとき,  2 社がその結合利潤を分
割するルールは以下のようなものである, と述
べている｡ 以下, 引用する｡ 
 
｢G を両当事者のあいだで分割するためのルー
ルはつぎのとおりである (ただし, 1＞a＞0 とす
る)｡ 
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(a) 当事者 1 の受け取り分は, 
もし aG ＞π 1 かつ (1－a) G ＞π2ならば········· aG 
もし aG ＜π1ならば ···············································π1 
もし (1－a) G ＜π2 ならば ·························· G －π2 
(このとき当事者 2 の受取分は π2 で, G －π2 ＞
π1 である)｡ 
(b) 当事者 2 の受取分は, 
もし (1－a) G ＞π2 かつ aG ＞π1 ならば······(1－a) G 
もし (1－a) G ＜π2 ならば ···································π2 
もし aG ＜π1 ならば······································ G －π1 
(このとき当事者 1 の受取分は π1 で, G －π1 ＞
π2 である)｡ 
この場合, どちらの側も, 対応措置をとるこ
とと, このシェアリング・ルールを用いることに
よって, 前より悪い状態になることはなく, ふつ
うは前よりよい状態になる｣ (訳書, 154ページ)｡ 
 
ここで述べられているシェアリング・ルール
をまとめたのが, 第 4 － 1 表である｡ 上記の引
用において, ｢もし aG ＞π1 かつ (1－a) G ＞π2 
ならば｣ となっている部分はケース 1 としてま
とめた｡ この 2 つの式の左辺, 右辺をそれぞれ
足すと, aG ＋ (1－a) G ＞π1＋π2 となり, 左辺
は G にほかならない｡ よって, 第 4 － 1 表には, 
ケース 1 として ｢結合利潤が常に当事者の単独
利潤を上回る場合｣ と記してある｡ 
このケース 1 の状態を図に示すと第 4 － 4 図
のようになる｡ 上段の直線は結合利潤Gを示し
ており, 下段の直線は企業が単独で獲得できる
利潤 π1 と π2 を示している｡ ケース 1 では aG 
＞π1 かつ (1－a) G ＞π2 であるため,  2 組のペ
アがそれぞれに結合利潤からのシェアを得てい
る｡ この場合には, 結合利潤が存在することが
シェアリング・ルールの前提になる｡ 
第 4 － 5 図に示されているように, ケース 2 
は ｢分割された結合利潤の合計が常に各当事者
の単独利潤を下回る場合｣ であり, その場合に
は, 各企業の単独での利潤π1 ないし π2 が選択
される｡ ケース 2 の場合には aG ＜π1 あるいは 
(1－a) G ＜π2 の状態にあるので, 結合利潤の有
無にかかわらず, 企業は単独利潤を得ればよい｡ 
すなわち, 結合する必要がない｡ 
 
第 4 － 1 表 シェアリング・ルールに基づく受取分 
 当事者 1 当事者 2 
 
＜ケース 1 ＞ 
分割された結合利潤の合計が常に当事者の単独
利潤を上回る場合｡ (aG ＞π1 かつ (1－a) G ＞π2) 
ここで G ＞π1＋π2  
aG (1－a) G 
 
＜ケース 2 ＞ 
分割された結合利潤の合計が常に各当事者の単
独利潤を下回る場合｡ G ＜π1＋π2 ただし, 
当事者 1 について aG ＜π1 
当事者 2 について (1－a) G ＜π2  
π1 π2 
 
＜ケース 3 ＞ 
当事者 i からみて, 相手の受取分 πjが分割され
た結合利潤を上回る場合｡ ただし, 
当事者 1 について (1－a) G ＜π2 
当事者 2 について aG ＜π1  
G －π2 G －π1 
(注) ここで, G は結合利潤, π1  は当事者 1 の単独利潤, π2  は当事者 2 の単独利潤｡ 
(出所) ウィリアムソン (1975, 第 5 章) の154ページに基づき筆者作成｡ 
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第 4 － 5 図 結合利潤のシェアリング・ルール＜ケース 2 ＞ 
π1 
当事者 1 
π2 
 
aG (1－a) G 
π1 
 
π2 
当事者 2 
aG (1－a) G 
第 4 － 4 図 結合利潤のシェアリング・ルール＜ケース 1 ＞ 
当事者 1 
aG 
 
(1－a) G 
 
aG 
当事者 2 
(1－a) G 
π1 π2 
π1 π2 
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第 4 － 6 図に示されているケース 3 は ｢相手
の受取分が分割された結合利潤を上回る場合｣ 
であり, 当事者 1 についてG －π2 になる｡ これ
はウィリアムソン (1975, 第 5 章) の説明では, 
当事者 1 について ｢もし (1－a) G ＜π2 なら
ば・・・・・G －π2 (このとき当事者 2 の受取
分は π2 で, G －π2 ＞π1 である)｣ と記されて
いる部分に該当する｡ この場合にも G －π2 ＞
π1 であることから, 単独で活動したときの利
潤 π1 よりも大きな利潤を, 結合利潤のシェア
から得ることができる｡ 
ウィリアムソン (1975, 第 5 章) は, これらを
説明したのちに, ｢π1, π2 および G がすべて既
知であるか, ないしは容易に推定されうること
を前提している｡ ところが, 実際には, それら
は未知であり, また非常な努力と経費を費して
も , ふつう不完全な推定値しか得られない｣ 
(154-155ページ) と述べて, 結合利潤の分割ル
ールを定めるための交渉が必要であり, 完備さ
れた契約を準備することが難しいという理由か
ら垂直統合の可能性を論ずる｡ しかし, そもそ
も π1＋π2 と G の大小関係が不確定であれば, 
結合利潤を分割するというルールが成立しない｡ 
それは, 上記に引用したウィリアムソン (1975, 
第 5 章) のシェアリング・ルールの論理から明
確になる｡ 
前提とされている条件式の右辺と左辺をそれ
ぞれ足すと明らかなように, ケース 1 では G ＞
π1＋π2 であるが, ケース 2 とケース 3 ではG ＜
π1＋π2 である｡ これらの大小関係は, 事前的
には不確定である｡ すなわち, 結合利潤の額な
いし単独の利潤額が確定する前に, その配分の
ルールのみを決めることにはリスクがある｡ さ
らに, ケース 3 では aG と π1 との大小関係およ
び (1－a) G と π2 との大小関係が不明である｡ 
確定的な結合利潤を知る前に, それを分割する
というルールを設定しても, 単独の利潤よりも
少ない額を手に入れるというリスクが存在する
ことになる｡ 
ここでもまたウィリアムソン (1985) による
垂直統合の論理は, 確定的な結論を導けない｡ 
すなわち, 本人の説明する論理的な枠組みから
は垂直統合を説明不能であるか, あるいは, 垂
直統合の起こりうる条件については何も説明し
ていない｡ 起こりえることをすべて網羅した契
約書を作成することが困難である, ということ
は一般的に言えるが, その単純な事実のみで企
業が垂直統合を行なうか, 分離したまま市場で
の取引を行なうかを説明することはできない｡ 
第 4 － 6 図 結合利潤のシェアリング・ルール＜ケース 3 ＞ 
aG 
G －π2 
当事者 1 
(1－a) G 
(1－a) G ＜π2 
π1 π2 
aG 
aG ＜π1 
当事者 2 
(1－a) G 
G －π1 
π1 π2 
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4－2－3. 機会主義 
ウィリアムソン (1975, 1985) による機会主
義の説明は, 錯綜している｡ すでに紹介したよ
うにウィリアムソン (1975) の著作においては, 
①少数性, ②限定された合理性, ③機会主義を
垂直統合の条件として強調しているのだが, ③
機会主義については, 以下に述べるような意味
で混乱がある｡ 
第一に, 機会主義が少数企業間での市場取引
で発生するのか, 企業内の内部組織において発
生するのかが不明確である｡ 
ウィリアムソン (1975, 第 2 章) は ｢機会主
義と少数性の条件とが結びつくような状況にお
いては, 内部組織は, 契約を市場で行なうとい
う形態にくらべて, つぎの三種類の優位性を享
受する｣ (訳書49ページ) と述べて, 内部組織に
おいては, 全体システムを犠牲にしてサブグル
ープの利得を専有する程度が少ないこと, 有効
な監査が行なえること, 意見の衝突や紛争に至
ることが少なくなる (訳書49～51ページ) と述
べている｡ ウィリアムソン (1975, 第 2 章) の
この箇所では, 市場取引よりも内部取引におい
て機会主義が発生する余地が少ないことを強調
している｡ 
しかしウィリアムソン (1975, 第 1 章) では, 
機会主義と少数主体間交換について, ｢最初の
時点では多数の有資格の競争的な入札者をとも
なっている取引で, 契約の実施の過程で変換を
遂げ, 契約の更新時点では供給者たりうるもの
が少数であるという条件が実質的に支配的とな
っているようなものが多々ある｣ (訳書18ペー
ジ) と述べているのであるから, これは, 企業
とその従業員という文脈で考えれば, 内部組織
に該当する｡ すなわち, ウィリアムソン (1975, 
第 1 章, 第 2 章) の二つの箇所では, 市場取引に
よって機会主義が生まれるのか, 内部取引にお
いて機会主義が発生しやすいのかは, 不明確で
ある｡ 
ウィリアムソン (1975, 第11章) では, ｢怠慢
による失敗｣ (訳書370ページ) を論ずるなかで, 
企業買収 (takeover) ができない理由には ｢資
本市場の失敗｣  があると述べ , その第一に , 
｢機会主義の危険があるので, 株主は現在の経
営陣の無能力に関する告発を額面通りには受け
取れ｣ (訳書370ページ) ないことを指摘してい
る｡ さらに, 第二に ｢限定された合理性のため
に, 説得的な仕方で証拠を提示し, 株主ないし
その代理人にそれ (引用者・証拠) を評価させ
ることは高くつき｣, 第三に, ｢現在の経営陣は
機会主義的にテイクオーバーに対する一連の妨
害手段を講ずるかもしれないから｣  (訳書
370-371ページ) のいずれかであるという｡ こ
の部分で述べられている機会主義は, 企業買収
が行なわれる前に資本市場の問題として発生す
るとも言えるが, 企業買収が行なわれたのちに, 
内部組織の問題として発生したと解釈できる余
地がある｡ 
以上を要するに , ウィリアムソン  (1975, 
1985) は機会主義と結合利潤の利益配分ルール
について明確に述べていない｡ 第 4 － 1 表のケ
ース 1 の場合のように G ＞π1＋π2 であれば, 
aG と (1－a) G とへの配分ルールを定める a の
大きさには, 独立した利潤π1 と π2 を確保した
水準であっても幅がある｡ 垂直統合によって結
合利潤を得ることなく, 独立した利潤を確保す
るとすれば, 第 4 － 7 図に示すような余剰分が
 
第 4 － 7 図 結合利潤のシェアリング・ルールと機会主義 
当事者 1 
pG =π1 
π1 π2 
当事者 2 
qG =π2 
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でる｡ 垂直統合を行なわずに, 独立した企業と
して利潤を得ることは, この余剰分を捨てるこ
とである｡ それが合理的な行動になるのは, 第 
4 － 5 図, ケース 2 にあるように G＜π1＋π2 と
なる可能性があるからである｡ また, 第 4 － 6 
図, ケース 3 の状態を, 当事者 1 と当事者 2 とが
同時に満たすことはできない｡ こうした 3 つの
ケースのうち, どの状況になるのかわからない
場合, すなわち, 市場の動向に不確実性が高い
ときに, 機会主義的な行動をとることは難し
い｡ 
おわりに ― 研究課題としての多角的関係 ― 
大鹿他 (2009) によれば, 中国の自動車生産
においては, 自動車のエンジン・モジュールが
製造され, 販売されている, という｡ 日本の自
動車アッセンブリーメーカーは, エンジン生産
と組立を一貫して行なうことが規範となってい
るが, 中国には, そうではない企業も存在する｡ 
しかし, その場合においても, 自動車を購入す
る顧客が異なるエンジンメーカーの生産するエ
ンジンを選択できるかどうかは明らかではな
い｡ 
藤本 (2004) も, 次のように述べている｡ ｢極
論すれば, トヨタやホンダはコンポーネント・
ビジネスで儲けてもいいではないかという議論
も成りたちます｡ つまり, 多くの中国の組立メ
ーカーが使う業界標準的なエンジンを供給し, 
例えば自動車やオートバイで ｢パワード・バ
イ・トヨタ｣ (トヨタエンジンはいってる) や 
｢パワード・バイ・ホンダ｣ (ホンダエンジンは
いってる) が成立してもいいわけです｡ 自動車
市場の全部とはいわなくても, ある部分では, 
エンジンを裸で売るのが一番儲かる, という将
来シナリオを日本企業は排除すべきではないで
しょう｡ 現実に大型トラックでは, すでにそん
な状況がみられます｡ エンジンの単体売りとい
うビジネスが, 儲かるビジネスとして成立して
いるのです｡ 三菱自動車もすでに, ｢中華｣ だ
けでなく複数の地場メーカーに乗用車エンジン
を供給しています｡｣ (237ページ) 
エンジンと車体アッセンブリーとの関係は, 
固定的なものではない｡ 自動車において統合さ
れていた生産方法が, 今後, 分離していく可能
性がある｡ その逆に, 航空機産業においても, 
機体製造とエンジン生産が同時に行なわれ, そ
れらが組みつけられたのちに最終顧客に販売さ
れても良いはずである｡ しかし, 我々が調査・
観察した時点において, 大型旅客機については
垂直統合はなされていない｡ 航空機関連産業で
のインタビューでは, 技術が異なるために異な
る企業が製造している, という説明がなされる
ことが多い｡ しかし, 技術の専門性による説明
は, 一体化した商品を購入せずに, 個別に購入
しようとする顧客の行動をも十分に説明するも
のではない｡ 
有力な説明として考えられるのは以下の三点
である｡ 
第一に, 新製品の開発にかかわる投資金額が
巨額であり, そのリスク負担が大きいことであ
る｡ そのため, 航空機メーカーにとってエンジ
ン生産メーカーを統合することのメリットがな
く, また, エンジン生産メーカーにとっても航
空機メーカーを統合することのメリットがない
状態にあるのかもしれない｡ 内部組織による統
合の便益と費用, また, それと対照的に, 垂直
分離した取引における分離の便益と費用につい
て統一的に理解する試みは少なく, 必ずしも詳
しいメカニズムが解明されていないが, 伊藤 
(2005) は財産権アプローチに注目している｡ 
つまり, 明示的に移転される権利以外のあらゆ
る点で資産をコントロールできる権利を ｢残余
コントロール権｣ と呼び, 所有権に応じてその
権利は配分されるという｡ これは, ミクロ経済
学で想定されているホールド・アップ問題, 特
に事前の投資の非効率性に着目し, 同問題を解
決するために物的資産所有のパターンを変える
必要があると主張する理論である｡ 
航空機産業のメーカーは, その市場規模の狭
さからみて, ｢残余請求権の残らない企業｣ と
も考えられる｡ ｢物的資産の所有権を得る｣ と
きに, 多額の負債が発生するビジネスの場合, 
所有権を獲得すると同時に負債への返済義務を
負うことにもなる｡ 航空機の場合であれば, 開
発期間の長さと巨額な先行投資, 製品である航
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空機の製造期間の長さと, その間の資金繰りの
問題があると推測される5)｡ 
第二に, 航空機メーカー, エンジン生産メー
カー, 航空会社という三者間の関係が垂直分離
を固定化させている, という可能性がある｡ エ
ンジンがモジュール化されていることによって, 
エンジン生産メーカー間の競争が進み, 性能の
向上や価格低下が期待できる｡ これを航空会社
からみれば, 特定のエンジン生産メーカーにメ
ンテナンスの習熟を期待できる｡ ウィリアムソ
ン (1975, 1985) の思考枠組みが二者間であっ
て, 三者間ではないことは, 航空機産業の説明
力が低いこととつながっているのかもしれない6)｡ 
航空機産業であれば, 航空機の製造メーカー, 
販売先である航空会社, その航空会社の MRO
能力から選別されるエンジンメーカーが三者取
引関係の一つである｡ 
あるいは, この関係を四者間の取引関係とし
て理解するべきかもしれない｡ エアバスは, 日
本市場での航空機販売にあたって日本の部品サ
プライヤーに製造への参画を促し, それに参画
した日本の部品企業が日本の航空会社にエアバ
スの採用を働きかける, といった構図が期待さ
れており, これは三者以上の取引関係の第二の
形態と呼ぶことができる｡ 
第三は, 複合的な財の耐久特性である｡ 自動
車とタイヤの場合であれば, タイヤの磨耗は自
動車の車体よりもはるかに早い｡ タイヤは交換
されることを前提として購入される｡ バッテリ
ーやプラグなども, 交換されることを前提とし
て生産されている財である｡ 航空機とエンジン
の場合にも, この関係があてはまる｡ エンジン
の耐用年数は, 航空機の機体よりもはるかに短
い｡ 航空機エンジンは, 資産としては特殊性の
高い製品であるのだが, その耐用年数は短い｡ 
資産の特殊性が十分に大きいとき, 企業は垂直
統合を行って内部取引に移行する, というのが
ウィリアムソン (1985) の説明であった｡ しか
し, 資産の特殊性が高くとも, 耐用年数の短い
部品の場合には, 企業は垂直統合を行なうこと
なく, 内部取引に移行することもないのかもし
れない｡ タイヤ, バッテリー, プラグといった
自動車関連産業においても, 垂直分離の事例を
探すことはできる｡ 耐用年数の短さは, 交換の
容易なモジュラー化を要請することにもなろ
う｡ 
こうした論点は, ｢取引費用の経済学｣ によ
って企業の垂直統合を説明する論理に対する部
分否定を含意しうる｡ しかし, こうした仮説を
論証するためには, 適切な条件のもとで比較可
能な状態にコントロールされた特定産業の企業
戦略を観察するとともに, さらに稠密なデータ
収集に基づいた分析を進めることが必要であろ
うと思われる｡ 
＜注＞ 
 1) 日本の自動車産業における企業間分業を取引費
用のアプローチによって研究した著作として浅沼 
(1997) がある｡ また, 今井・伊丹・小池 (1982), 伊
丹・加護野・小林・榊原・伊藤 (1988) をも参照さ
れたい｡ 
 2) ウィリアムソン (Williamson, 1985), 92ページ
参照｡ 
 3) ある条件のもとで特定の結果が現れる, という
主張が成り立つのであれば, それを比較制度分析
と呼ぶことが許されよう｡ しかし, どのような条
件でも理論的に想定可能であるときに, その曖昧
な条件に応じた結果が現れるとすれば, それは, 
制度の事後的な比較であって, 特定の制度が創発
する条件を特定化できていない｡ 青木・ドーア編
著 (1995), 青木・奥野 (1996) による比較制度分析
についても, 複数の著作を詳細に検討する必要が
ある｡ 
 4) モジュール化を解説した著作としては青木・安
藤 (2002) がある｡ また, ボールドウィン＝クラ
ーク (Baldwin and Clark, 2000) とまったく同じ
IBM のコンピューターを事例とした説明を行なっ
ている論文として武石・青島 (2007) がある｡ 
 5) こうした大規模な投資が必要となる研究開発に
関して, ビジネス・エコシステムと呼ばれる考え
方が注目されている (立本：2011)｡ ここでは, 複
数の企業, 公的組織がコンソーシアム等の企業共
同を形成し, 最終ユーザーに対して複雑な製品を
提供するとされている｡ 補完財企業, プラットフ
ォーム企業など三者間の取引関係が念頭に置かれ
ており, 本研究にとっても示唆に富む内容ではあ
るが, 独立した企業同士の共同開発が前提とされ
ているため, なぜ分業関係が成立するのかといっ
た問題にはほとんど触れられていない｡ 
 6) ジョスコウ (Joskow, 1993) においても同様の指
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摘がなされている｡ つまり, 垂直的な取引関係を
説明するための経済理論では, 売り手と買い手と
いう二者関係が基本的に念頭に置かれており, 三
者以上の取引関係は対象となっていない｡ 分業関
係を説明するための企業内部の要因については, 
資源ベースの理論等があり, 今後, 別稿を用意し
て検討する必要がある｡ 
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